
書面又はインターネット等による議決権行使期限

2022年３月25日（金曜日）午後５時まで

決議
事項

第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締

役を除く。）８名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名

選任の件
第４号議案 取締役（監査等委員である取締

役を除く。）の報酬額決定の件
第５号議案 監査等委員である取締役の報

酬額決定の件

証券コード：7359

2022年３月28日（月曜日）
午後２時（受付開始 午後１時30分）

日時

東京都渋谷区恵比寿一丁目20番８号
エビススバルビル５階場所

第 7回

定時株主総会
招集ご通知

株主の皆様へのお願い

新型コロナウイルス感染症拡大を防止し、
株主の皆様、社員及び関係者の「生命と健
康を守るための対応」を最優先とし、本総
会については、以下のとおりとさせていた
だきます。
・出席される株主様は、株主総会開催日現
在の感染状況やご自身の体調をお確かめ
の上、マスク着用等の感染予防にご配慮
ください。
本総会へのご出席を控える株主の皆様に
おかれましては、書面又はインターネット等
による事前の議決権行使をいただきますよ
うお願いいたします。なお、株主総会当日
までの状況の変化により、これらの内容を
変更する場合は、当社ウェブサイトに変更
後の内容を掲載いたします。
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株主総会参考書類 5
事業報告 22
連結計算書類 43
計算書類 46
監査報告書 49

目 次

株式会社東京通信

2022年02月22日 17時14分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



証券コード 7359
2022年３月９日

1

株 主 各 位
東京都渋谷区恵比寿南一丁目１番９号
岩徳ビル９階
株 式 会 社 東 京 通 信
代表取締役社長ＣＥＯ 古 屋 佑 樹

第７回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第７回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、本総会の開催につきましては、適切な感染
防止策を実施した上で、開催することといたしました。
株主の皆様におかれましては、感染拡大防止の観点から、本株主総会につきましては、極力、

書面又はインターネット等により事前の議決権行使をいただき、株主の皆様の健康状態にかかわ
らず、株主総会当日のご来場をお控えいただくようお願い申しあげます。
お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討いただき、2022年３月25日（金曜日）午
後５時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬 具

新型コロナウイルス感染症拡大防止への対応について
新型コロナウイルス感染症拡大を防止し、株主の皆様、社員及び関係者の「生命と健康を守る
ための対応」を最優先とし、本総会については、以下のとおりとさせていただきます。
・出席される株主様は、株主総会開催日現在の感染状況やご自身の体調をお確かめの上、マス
ク着用等の感染予防にご配慮ください。

・開催時間を短縮する観点から、議場における報告事項（監査報告を含みます。）の詳細な説
明は省略させていただきます。株主様におかれましては、事前に招集通知にお目通しいただ
けますようお願い申しあげます。

・お土産のご用意はございません。
・株主総会後の株主様向け会社説明会はございません。
本総会へのご出席を控える株主の皆様におかれましては、書面又はインターネット等による事
前の議決権行使をいただきますようお願い申しあげます。なお、株主総会当日までの状況の変
化により、これらの内容を変更する場合は、当社ウェブサイトに変更後の内容を掲載させてい
ただきます。
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記

1. 日 時 2022年３月28日（月曜日）午後２時（受付開始：午後１時30分）
2. 場 所 東京都渋谷区恵比寿一丁目20番８号 エビススバルビル５階
3. 目 的 事 項

報告事項 1. 第７期（2021年１月１日から2021年12月31日まで）事業報告、連結計
算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第７期（2021年１月１日から2021年12月31日まで）計算書類報告の件
決議事項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額決定の件
第５号議案 監査等委員である取締役の報酬額決定の件

4. 議決権行使についてのご案内
（１）書面による議決権行使の場合

同封の議決権行書使用紙に賛否をご表示いただき、2022年３月25日（金曜日）午
後５時までに到着するようにご返送ください。

（２）インターネット等による議決権行使の場合
インターネット等により議決権を行使される場合には、後記の【インターネット等

による議決権行使について】をご高覧の上、2022年３月25日（金曜日）午後５時ま
でに行使してください。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウ
ェブサイト（https://www.tokyo-tsushin.com/ir/library/）に掲載させていただきます。
◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち「連結計算書類の連結注記表」、「計算書類の個別注記表」につき
ましては、法令及び当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますの
で、本招集ご通知添付書類には記載しておりません。なお、監査役が監査報告書を、会計監査人が会計監査報
告書をそれぞれ作成するに際して監査した連結計算書類及び計算書類には、本添付書類記載のもののほか、連
結計算書類の連結注記表、計算書類の個別注記表も含まれております。
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議決権行使のご案内
郵送（書面）にて議決権を行使いただく場合

インターネット等で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご表示の上、切手を貼らずにご投函ください。

パソコン、スマートフォンから議決権行使ウェブサイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアクセスし、同封の議決権行使書用紙
に記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入力いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

※各議案につきまして、賛否の表示がない場合は、“賛”の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

【第１・４・５号議案】

【第２・３号議案】

賛成の場合 “賛”を○で囲んでください。
“否”を○で囲んでください。

議決権行使書のご記入方法
（議決権行使書用紙イメージ）

行使期限：2022年３月25日（金曜日）午後５時到着分まで

行使期限：2022年３月25日（金曜日）午後５時まで

全ての候補者に賛成の場合 “賛”を○で囲んでください。
全ての候補者を否認する場合 “否”を○で囲んでください。
一部の候補者を否認する場合 “賛”を○で囲み、否認する候補者の番号を欄内に記載してください。

否認する場合

こちらに各議案の賛否をご記入ください。

3
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インターネット等による議決権行使について
議決権行使ウェブサイトについて

パソコンによる議決権行使

スマートフォンによる議決権行使

お問合わせ

電 話 電 話

受付時間受付時間

議決権行使のお取り扱い

インターネット等によって議決権を行使する場合は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご利用ください。

議決権行使ウェブサイトアドレス

※上記方法での議決権行使は１回に限ります。

「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

パソコン・スマートフォンの操作方法に関するお問合わせ先

みずほ信託銀行 証券代行部 みずほ信託銀行 証券代行部

0120（768）524 0120（288）324
平日 9：00～21：00 平日 9：00～17：00

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

同封の議決権行使書用紙の右下のQRコードを読み取りいただくことにより、「議決権
行使コード」及び「パスワード」が入力不要でアクセスできます。
こちらでは1回に限り議決権を行使できます。

書面とインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等によるものを有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。
インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいた

します。
インターネット等による議決権行使は、2022年３月25日（金曜日）午後５時までに行使されるようお願いいたします。

当ウェブサイトでの議決権行使に関するパソコン・スマートフォ
ンの操作方法がご不明な場合は、下記にお問合わせください。

その他株式に関するご質問等は、下記にお問合わせください。

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

招
集
ご
通
知

4

2022年02月22日 17時14分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



株主総会参考書類

5

議案及び参考事項

第１号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由
①取締役会の監査・監督機能の一層の強化とガバナンスの更なる充実を図るとともに、権限委譲による迅速
な意思決定と業務執行により、経営の公正性、透明性及び効率性を高めるため、監査等委員会設置会社へ
と移行いたしたく、監査等委員会設置会社への移行に必要な、監査等委員会及び監査等委員に関する規定
の新設並びに監査役及び監査役会に関する規定の削除等を行うものです。
②株主総会参考書類等の電子提供措置が認められたため、電子提供措置に係る改正会社法の施行日（2022
年9月1日）以降、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置をとる旨を定めるもので
す。また、現行の株主総会参考書類等のインターネットによる開示とみなし提供の規定は不要となるた
め、これを削除するとともに、これらの変更に伴う効力発生日等に関する附則を設けるものです。
③「産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律（令和３年法律第70号）」が成立し、新たに上場会社に
場所の定めのない株主総会の開催が認められました（2021年６月16日施行）。多くの株主の皆様が出席
しやすくなることで、株主総会の活性化、効率化及び円滑化につながることから、場所の定めのない株主
総会の開催を可能とする所定の変更を行うとともに、この変更に伴う効力発生日等に関する附則を設ける
ものです。

④その他、法令の表現に合わせた文言の整備、字句の修正及び条数の変更等を行うものです。
２．変更の内容
変更内容は次のとおりであります。
なお、本議案における定款変更については、本総会終結の時をもって効力が発生するものといたします。

（下線部が変更箇所であります。）
現行定款 変更案
第１章 総則 第１章 総則

第1条 (条文省略) 第1条 (現行どおり)
第2条 (目的) 第2条 (目的)
当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。
(1)インターネットのアプリケーションの企画、開
発および販売

(1)インターネットのアプリケーションの企画、開
発及び販売

(2)コンピュータソフトウェア、Ｗｅｂシステムの
企画、開発および販売

(2)コンピュータソフトウェア、Ｗｅｂシステムの
企画、開発及び販売

(3)インターネットを利用した通信販売業務 (3)インターネットを利用した通信販売業務
(4)広告業および広告代理業 (4)広告業及び広告代理業
(5)前各号に掲げる業務に関するコンサルティング
業務の受託

(5)前各号に掲げる業務に関するコンサルティング
業務の受託
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現行定款 変更案
(6)有価証券の取得および保有 (6)有価証券の取得及び保有
(7)有価証券以外を対象とする投資業務 (7)有価証券以外を対象とする投資業務
(8)前各号に附帯または関連する一切の業務 (8)前各号に附帯又は関連する一切の業務

第3条 (条文省略) 第3条 (現行どおり)
第4条 (機関) 第4条 (機関)
当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関
を置く。

当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関を
置く。

(1)取締役会 (1)取締役会
(2)監査役 (削除)
(3)監査役会 (2)監査等委員会
(4)会計監査人 (3)会計監査人

第5条 (条文省略) 第5条 (現行どおり)
第２章 株式 第２章 株式

第6条～第8条 (条文省略) 第6条～第8条 (現行どおり)
第9条 (単元未満株式についての権利) 第9条 (単元未満株式についての権利)
当会社の単元未満株式を有する株主は、その有する
単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利
を行使することはできない。

当会社の単元未満株式を有する株主は、その有する
単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利
を行使することはできない。

(1)会社法第189条第2項各号に掲げる権利 (1)会社法第189条第2項各号に掲げる権利
(2)会社法第166条第1項の規定による請求をする
権利

(2)会社法第166条第1項の規定による請求をする
権利

(3)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て
および募集新株予約権の割当てを受ける権利

(3)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て
及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

第10条 (株主名簿管理人) 第10条 (株主名簿管理人)
当会社は、株主名簿管理人を置く。 当会社は、株主名簿管理人を置く。
2.株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取締役
会の決議によって定める。

2.株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取締役会
の決議によって定める。

3.当会社の株主名簿および新株予約権原簿の作成なら
びに備置きその他の株主名簿および新株予約権原簿
に関する事務は、これを株主名簿管理人に委託し、
当会社においては取り扱わない。

3.当会社の株主名簿及び新株予約権原簿の作成並びに
備置きその他の株主名簿および新株予約権原簿に関
する事務は、これを株主名簿管理人に委託し、当会
社においては取り扱わない。

第11条 (株式取扱規程) 第11条 (株式取扱規程)
当会社の株式に関する取扱いおよび手数料は、法令
または本定款のほか、取締役会で定める株式取扱規
程による。

当会社の株式に関する取扱い及び手数料は、法令又
は本定款のほか、取締役会で定める株式取扱規程に
よる。
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現行定款 変更案
第12条 (基準日) 第12条 (基準日)
当会社は、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載
または記録された議決権を有する株主をもって、そ
の事業年度に関する定時株主総会において権利を行
使することができる株主とする。

当会社は、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載
又は記録された議決権を有する株主をもって、その
事業年度に関する定時株主総会において権利を行使
することができる株主とする。

2. (条文省略) 2. (現行どおり)
第３章 株主総会 第３章 株主総会

第13条 (招集) 第13条 (招集)
当会社の定時株主総会は、毎事業年度末日の翌日か
ら3箇月以内に招集し、臨時株主総会は、その必要
がある場合に随時これを招集する。

当会社の定時株主総会は、毎事業年度末日の翌日か
ら3か月以内に招集し、臨時株主総会は、その必要
がある場合に随時これを招集する。

(新設) 2.当会社の株主総会は、場所の定めのない株主総会と
することができる。

第14条 (招集権者および議長) 第14条 (招集権者及び議長)
(条文省略) (現行どおり)
第15条 (決議) 第15条 (決議)
株主総会の決議は、法令または本定款に別段の定め
がある場合を除き、出席した議決権を行使すること
ができる株主の議決権の過半数をもって行う。

株主総会の決議は、法令又は本定款に別段の定めが
ある場合を除き、出席した議決権を行使することが
できる株主の議決権の過半数をもって行う。

2. (条文省略) 2. (現行どおり)
第16条 (議決権の代理行使) 第16条 (議決権の代理行使)
株主は、当会社の議決権を有する他の株主1名を代
理人として、その議決権を行使することができる。
この場合、株主またはその代理人は、代理権を証す
る書面を当会社に提出しなければならない。

株主は、当会社の議決権を有する他の株主1名を代
理人として、その議決権を行使することができる。
この場合、株主又はその代理人は、代理権を証する
書面を当会社に提出しなければならない。

第17条 (株主総会参考書類等のインターネットによる
開示とみなし提供)

(削除)

当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書
類、事業報告、計算書類および連結計算書類に記載
または表示をすべき事項に係る情報を、法務省令に
定めるところに従いインターネットを利用する方法
で開示することにより、株主に対して提供したもの
とみなすことができる。
(新設) 第17条 (株主総会資料の電子提供措置)

当会社は、株主総会の招集に際し、会社法第325条
の2に定める電子提供措置をとる。
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現行定款 変更案
2.当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令
で定めるものの全部又は一部について、議決権の基
準日までに書面交付請求をした株主に対して交付す
る書面に記載しないことができる。

第４章 取締役および取締役会 第４章 取締役及び取締役会
第18条 (取締役の員数) 第18条 (取締役の員数)
当会社の取締役は、7名以内とする。 当会社の取締役(監査等委員である取締役を除く。)

は、11名以内とする。
(新設) 2.当会社の監査等委員である取締役は、5名以内とす

る。
第19条 (取締役の選任) 第19条 (取締役の選任)
(新設) 当会社の取締役は、監査等委員である取締役とそれ

以外の取締役とを区別して株主総会において選任す
る。

当会社の取締役は、株主総会において議決権を行使
することができる株主の議決権の3分の1以上に当
たる株式を有する株主が出席し、出席した当該株主
の議決権の過半数の決議によって選任する。

2.当会社の取締役は、株主総会において議決権を行使
することができる株主の議決権の3分の1以上に当
たる株式を有する株主が出席し、出席した当該株主
の議決権の過半数の決議によって選任する。

2.当会社の取締役の選任決議は、累積投票によらない
ものとする。

3.当会社の取締役の選任決議は、累積投票によらない
ものとする。

(新設) 4.当会社は、法令に定める監査等委員である取締役の
員数を欠くことになる場合に備え、株主総会におい
て補欠の監査等委員である取締役を選任することが
できる。

(新設) 5.選任された補欠の監査等委員である取締役の選任に
係る決議が効力を有する期間は、当該決議によって
短縮されない限り、当該決議後2年以内に終了する
事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の
開始の時までとする。

第20条 (取締役の任期) 第20条 (取締役の任期)
取締役の任期は、選任後2年以内に終了する事業年
度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時
までとする。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期
は、選任後1年以内に終了する事業年度のうち最終
のものに関する定時株主総会終結の時までとする。

2.補欠または増員として選任された取締役の任期は、
前任者または他の在任取締役の任期の満了する時ま
でとする。

2.監査等委員である取締役の任期は、選任後2年以内
に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時
株主総会終結の時までとする。
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現行定款 変更案
(新設) 3.任期の満了前に退任した監査等委員である取締役の

補欠として選任された監査等委員である取締役の任
期は、退任した監査等委員である取締役の任期の満
了する時までとする。

第21条 (代表取締役および役付取締役) 第21条 (代表取締役及び役付取締役)
当会社は、取締役会決議により、取締役の中から代
表取締役1名以上を定め、そのうち1名を社長とす
る。

当会社は、取締役会決議により、取締役（監査等委
員である取締役を除く。）の中から代表取締役1名以
上を定め、そのうち1名を社長とする。

2.代表取締役社長のほか、取締役会の決議により、取
締役の中から会長、副社長、専務取締役および常務
取締役を選定することができる。

2.代表取締役社長のほか、取締役会の決議により、取
締役（監査等委員である取締役を除く。）の中から
会長、副社長、専務取締役及び常務取締役を選定す
ることができる。

第22条 (条文省略) 第22条 (現行どおり)
第23条 (取締役会の招集権者および議長) 第23条 (取締役会の招集権者及び議長)
(条文省略) (現行どおり)
第24条 (取締役会の招集通知) 第24条 (取締役会の招集通知)
取締役会の招集通知は、会日の3日前までに各取締
役および各監査役に対して発する。ただし、緊急の
必要があるときは、これを短縮することができる。

取締役会の招集通知は、会日の3日前までに各取締
役に対して発する。ただし、緊急の必要があるとき
は、これを短縮することができる。

2.取締役および監査役の全員の同意があるときは、招
集の手続を経ないで取締役会を開催することができ
る。

2.取締役全員の同意があるときは、招集の手続を経な
いで取締役会を開催することができる。

第25条～第26条 (条文省略) 第25条～第26条 (現行どおり)
第27条 (取締役の報酬等) 第27条 (取締役の報酬等)
取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として
当会社から受ける財産上の利益（以下「報酬等」と
いう。）は、株主総会の決議によって定める。

取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として
当会社から受ける財産上の利益は、監査等委員であ
る取締役とそれ以外の取締役とを区別して株主総会
の決議によって定める。

(新設) 第28条（重要な業務執行の委任）
当会社は、会社法第399条の13第6項の定めるとこ
ろに従い、取締役会の決議をもって、同条第5項各
号に定める事項以外の重要な業務執行の決定の全部
又は一部を取締役に委任することができる。

第５章 監査役および監査役会 (削除)
第28条 (監査役の員数) (削除)
当会社の監査役は、3名以内とする。
第29条 (監査役の選任方法) (削除)
当会社の監査役は、株主総会において選任する。
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現行定款 変更案
2.監査役の選任決議は、議決権を行使することができ
る株主の議決権の3分の1以上に当たる株式を有す
る株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半
数をもって行う。

第30条 (監査役の任期) (削除)
監査役の任期は、選任後4年以内に終了する事業年
度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の
時までとする。
2.補欠または増員として選任された監査役の任期は、
前任者または他の在任監査役の任期の満了の時まで
とする。
第31条 (常勤監査役) (削除)
監査役会は、その決議により常勤の監査役を選定す
る。
第32条 (監査役の責任免除) (削除)
当会社は、会社法第426条第1項の規定に基づき、
任務を怠ったことによる監査役（監査役であった者
を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、
取締役会の決議によって免除することができる。
2.当会社は、会社法第427条第1項の規定に基づき、
監査役との間で、会社法第423条第1項の賠償責任
を法令の定める限度まで限定する契約を締結するこ
とができる。
第33条 (監査役会の招集通知) (削除)
監査役会の招集通知は、会日の3日前までに各監査
役に対して発する。ただし、緊急の必要があるとき
は、これを短縮することができる。
2.監査役全員の同意があるときは、招集の手続を経な
いで監査役会を開催することができる。
第34条 (監査役会の決議方法等) (削除)
監査役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を
除き、監査役の過半数をもって行う。
第35条 (監査役会規程) (削除)
当会社の監査役会の運営に関する事項については、
法令または本定款に定めるもののほか、監査役会に
おいて定める監査役会規程による。
第36条 (監査役の報酬等) (削除)
監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定め
る。
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現行定款 変更案

(新設) 第５章 監査等委員会
(新設) 第29条 (監査等委員会の招集通知)

監査等委員会の招集通知は、会日の3日前までに各
監査等委員に対して発する。ただし、緊急の必要が
あるときは、これを短縮することができる。

2.監査等委員全員の同意があるときは、招集の手続を
経ないで監査等委員会を開催することができる。

(新設) 第30条 (監査等委員会の決議方法)
監査等委員会の決議は、議決に加わることができる
監査等委員の過半数が出席し、その過半数をもって
行う。

(新設) 第31条 (常勤の監査等委員)
監査等委員会は、その決議によって常勤の監査等委
員を選定することができる。

第６章 会計監査人 第６章 会計監査人
第37条～第38条 (条文省略) 第32条～第33条 (現行どおり)

第７章 計算 第７章 計算
第39条 (条文省略) 第34条 (現行どおり)
第40条 (期末配当) 第35条 (期末配当)
当会社は、株主総会の決議によって、毎事業年度末
日の最終の株主名簿に記載または記録された株主ま
たは登録株式質権者に対して、金銭による剰余金の
配当（以下「期末配当金」という。）を行う。

当会社は、株主総会の決議によって、毎事業年度末
日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は
登録株式質権者に対して、金銭による剰余金の配当
（以下「期末配当金」という。）を行う。

第41条 (中間配当) 第36条 (中間配当)
当会社は、取締役会の決議によって、毎年6月末日
の最終の株主名簿に記載または記録された株主また
は登録株式質権者に対して、金銭による剰余金の配
当（以下「中間配当金」という。）を行うことがで
きる。

当会社は、取締役会の決議によって、毎年6月末日
の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登
録株式質権者に対して、金銭による剰余金の配当
（以下「中間配当金」という。）を行うことができ
る。

第42条 (配当金の除斥期間) 第37条 (配当金の除斥期間)
期末配当金および中間配当金が支払開始の日から満
3年を経過しても受領されないときは、当会社は、
その支払の義務を免れる。

期末配当金及び中間配当金が支払開始の日から満3
年を経過しても受領されないときは、当会社は、そ
の支払の義務を免れる。
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現行定款 変更案

(新設) 附則
(新設) 第1条 (監査役の責任免除に関する経過措置)

当会社は、会社法第426条第1項の規定に基づき、
第7回定時株主総会において決議された定款一部変
更の効力が生ずる前の任務を怠ったことによる監査
役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、
法令の限度において、取締役会の決議によって免除
することができる。
2.当会社は、会社法第427条第1項の規定に基づき、
第7回定時株主総会において決議された定款一部変
更の効力が生ずる前の監査役（監査役であった者を
含む。）の行為に関する会社法第423条第1項の損害
賠償責任を限定する契約については、なお、現行定
款第32条（監査役の責任免除）の定めるところに
よる。

(新設) 第2条（株主総会の招集に関する経過措置）
変更前定款第13条（招集）の変更は、当会社が実
施する場所の定めのない株主総会が、経済産業省
令・法務省令で定める要件に該当することについ
て、経済産業大臣及び法務大臣の確認を受けた日を
もってその効力を生ずるものとし、本条は、効力発
生日経過後にこれを削除する。

(新設) 第3条（株主総会資料の電子提供に関する経過措置）
変更前定款第17条（株主総会参考書類等のインタ
ーネットによる開示とみなし提供）の削除及び変更
後定款第17条（株主総会資料の電子提供措置）の
新設は、会社法の一部を改正する法律（令和元年法
律第70号）の施行日（2022年9月1日）から効力を
生ずる。
2.前項の規定にかかわらず、2023年2月末日までの日
を株主総会の日とする株主総会については、変更前
定款第17条（株主総会参考書類等のインターネッ
トによる開示とみなし提供）は、なお効力を有す
る。
3.本条は、2023年3月1日又は前項の株主総会の日か
ら3か月を経過した日のいずれか遅い日後にこれを
削除する。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
当社は第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会設置会社へ移行いたしま

すとともに、取締役全員（６名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締
役（監査等委員である取締役を除く。）８名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案は、第１号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、効力を生

じるものといたします。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

１
再任

古
ふ る や
屋 佑樹

ゆ う き

（1986年11月14日生）

2009年４月 株式会社シーエー・モバイル（現株式会社Ｃ
ＡＭ）入社

2015年５月 当社設立、代表取締役社長（現任）
210,000株

（取締役候補者とした理由）
古屋佑樹氏は、当社の創業者であり、当社事業の開発、運用に至るまで豊富な経験と知識を有しております。
また、当社の代表取締役社長ＣＥＯとして経営方針や事業戦略の率案、決定及びその遂行において重要な役割
を果たしていることから、今後も当社の企業価値向上に寄与することが期待できるため、取締役として選任を
お願いするものであります。

候補者
番 号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

２
再任

外
そとかわ
川 穣

ゆずる

（1971年12月29日生）

1994年４月 株式会社博報堂入社

2000年３月 株式会社サイバーエージェント入社

2000年５月 株式会社シーエー・モバイル（現株式会社Ｃ
ＡＭ）設立、代表取締役社長

2003年12月 株式会社サイバーエージェント専務取締役

2015年12月 当社代表取締役会長（現任）

173,000株

（取締役候補者とした理由）
外川穣氏は、当社の創業期より、代表取締役会長としてこれまでの業績の成長を牽引し、経営の重要事項の決
定及び業務執行の監督に十分な役割を果たしてまいりました。その知識と見識を活かし、今後も当社の企業価
値向上に寄与することが期待できるため、取締役としての選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

３
再任
村
む ら の
野 慎之介

しんのすけ

（1979年11月８日生）

2003年４月 エヌ・アイ・エフ ベンチャーズ株式会社（現
大和企業投資株式会社）入社

2004年６月 株式会社ＧＡＢＡ社外取締役

2008年２月 株式会社磐梯インベストメンツ入社

2009年１月 株式会社シーエー・モバイル（現株式会社Ｃ
ＡＭ）入社

2012年12月 同社取締役

2016年９月 株式会社Ａｍａｚｉａ社外取締役（現任）

2018年４月 当社取締役（現任）

54,473株

（取締役候補者とした理由）
村野慎之介氏は、財務戦略全般について豊富な知見と経験を有しているとともに、当社の取締役ＣＦＯとして
資本政策及び経営管理業務全般を管掌し、当社の成長を牽引してきたことから、今後も経営の重要事項の決定
及び業務執行の監督を行うにふさわしいと判断し、取締役として選任をお願いするものであります。

候補者
番 号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

４
再任

横
よこやま
山 佳史

よしふみ

（1977年12月13日生）

2000年４月 株式会社シンプレス入社

2010年４月 株式会社キュー入社

2013年８月 株式会社サイバーゲート入社

2015年６月 当社入社

2019年３月 当社取締役（現任）

500株

（取締役候補者とした理由）
横山佳史は、当社設立時より当社事業全般に携わり、当社の取締役ＣＯＯとして当社事業の成長・拡大を牽引
してまいりました。今後も当社事業の更なる成長、企業価値の向上のために適任であると判断したため、取締
役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

５
再任
長谷
は せ が わ
川 智耶

と も や

（1987年10月８日生）

2010年４月 株式会社シーエー・モバイル（現株式会社Ｃ
ＡＭ）入社

2018年10月 株式会社サイバーエージェント転籍

2019年６月 Ｗｏｖｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ株式会社
入社

2020年９月 当社入社

2021年１月 株式会社テクノロジーパートナー取締役（現
任）

2021年３月 当社取締役（現任）

5,000株

（取締役候補者とした理由）
長谷川智耶氏は、新規事業創出に係る豊富な経験と実績を有しており、当社の取締役として新規事業創出の役
割を担ってまいりました。今後も当社の新規事業創出を通じて、当社の更なる成長、企業価値の向上のために
適任であると判断したため、取締役として選任をお願いするものであります。

候補者
番 号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

６
新任

早
はやかわ
川 晋

しん

（1978年５月11日生）

2002年４月 朝日監査法人アンダーセン（現有限責任あず
さ監査法人）入所

2004年10月 株式会社サイバーファーム入社

2007年10月 株式会社ＤｅＮＡ入社

2009年２月 株式会社シーエー・モバイル（現株式会社Ｃ
ＡＭ）入社

2010年10月 同社取締役

2018年10月 株式会社ゼネラルリンク取締役（現任）

‐株

（取締役候補者とした理由）
早川晋氏は、インターネット広告業界において高い専門性と見識を持ち、監査法人での業務経験、豊富な企業
経営経験を有しております。今後の当社の新規事業創出等に関する貢献が期待できることから、当社の更なる
成長、企業価値の向上のために適任であると判断したため、取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

７
再任

新
あ ら い
居 佳英

よしひで

（1974年７月29日生）

1998年４月 株式会社インテリジェンス（現パーソルキャ
リア株式会社）入社

2000年７月 株式会社インサイトパートナーズ代表取締役

2003年10月 株式会社ユビキタスコミュニケーションズ
（現株式会社アトラエ）設立、代表取締役（現
任）

2019年３月 当社社外取締役（現任）

‐株

（社外取締役候補者とした理由）
新居佳英氏は、企業経営に関する幅広い活動経験と豊富な専門知識を有しております。これらの経緯と知見を
当社の経営に活かし、かつ、独立した立場から取締役会の意思決定の妥当性、相当性を確保するための助言・
提言をいただくことにより、当社のコーポレート・ガバナンス強化に資する人材であると判断したため、引き
続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
新居佳英氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をも
って３年となります。
また、当社は、新居佳英氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏の再任が
承認された場合、当社は同氏を引き続き独立役員とする予定です。
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候補者
番 号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

８
新任

赤
あかほり
堀 政彦

まさひこ

（1985年７月４日生）

2009年４月 株式会社シーエー・モバイル（現株式会社Ｃ
ＡＭ）入社

2010年９月 セレンディップ・コンサルティング株式会社
（現セレンディップ・ホールディングス株式会
社）入社

2016年３月 同社取締役

2018年６月 株式会社ＭＩＥコーポレーション社外取締役

2019年５月 株式会社マネジメントソリューションズ入社

2020年２月 元嵩管理顧問股份有限公司監察人

2020年６月 株式会社グローバルウェイ取締役（現任）

‐株

（社外取締役候補者とした理由）
赤堀政彦氏は、企業投資、経営再建等の豊富な実務経験及び高い能力・見識を有しており、当社グループのＭ
＆Ａの検討、財務及びＩＲ戦略に対して、有益な助言や業務執行に対する適切な監督を行っていただくことが
期待できることから、社外取締役として選任をお願いするものであります。

（注）１.各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２.候補者外川 穣氏は、会社法第２条第４号の２に定める親会社等であります。
３.古屋 佑樹氏、外川 穣氏、村野 慎之介氏、横山 佳史氏、長谷川 智耶氏及び新居 佳英氏の６名は、現在、当社の取締役で
あり、その当社における地位、担当及び重要な兼職は、事業報告の「４.会社役員に関する事項 （１）取締役及び監査役の
氏名等」に記載のとおりであります。

４.当社と新居 佳英氏とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額を限度としております。なお、当該責任限定
が認められるのは、当該取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がない時に限られます。本
総会において同氏が再任された場合は、同様の内容の契約を継続する予定であります。また、赤堀 政彦氏の選任が承認さ
れた場合には、当社は同氏との間で同様の契約を締結する予定であります。

５.当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社役員を含む
被保険者の損害賠償金及び訴訟費用等の損害を当該保険契約によって補填することとしております。各取締役候補者が取締
役（監査等委員である取締役を除く。）に選任され、就任した場合は、当該保険契約の被保険者になります。また、当該保
険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。当該契約の内容は。事業報告の「４.会社役員に関す
る事項 （３）役員等賠償責任保険契約の内容の概要」に記載のとおりであります。
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第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
当社は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置会社に移

行いたしますので、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。本議案については、
監査役会の同意を得ております。なお、本議案に係る決議の効力は、第１号議案「定款一部変更の件」の効
力が発生することを条件として生じるものといたします。
監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

１
新任

芝
しばさき
﨑 香琴

か こ

（1976年６月28日生）

2000年10月 中央青山監査法人入所
2006年８月 新日本監査法人（現ＥＹ新日本有限責任監査

法人）入所
2016年10月 芝﨑香琴公認会計士事務所代表（現任）
2018年10月 当社常勤監査役（現任）

‐株

（社外取締役候補者とした理由）
芝﨑香琴氏は、公認会計士であり、その経歴を通じて培った財務・会計や内部統制等に関する経験、見識から
の視点に基づく助言、牽制を期待して、監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものでありま
す。
また、当社は、芝﨑香琴氏の選任が承認された場合、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る
予定でおります。
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候補者
番 号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

２
新任

髙
たかはし
橋 由人

よしんど

（1940年３月９日生）

1962年４月 野村證券株式会社入社
1985年12月 株式会社野村総合研究所取締役
1994年６月 同社取締役副社長
1996年６月 同社顧問

財団法人野村マネジメントスクール学長
2000年７月 株式会社エグゼクティブ・パートナーズ顧問

（現任）
2000年12月 株式会社ネットプライス（現ＢＥＥＮＯＳ株

式会社）監査役
2007年８月 株式会社セレス監査役
2015年12月 ＢＥＥＮＯＳ株式会社社外取締役（監査等委

員）（現任）
2018年10月 当社監査役（現任）
2021年３月 株式会社セレス社外取締役（監査等委員）（現

任）

‐株

（社外取締役候補者とした理由）
髙橋由人氏は、金融機関を中心としたこれまでの経験と幅広い見識を有しております。その深い知見に基づく
助言、牽制を期待して、監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。
また、当社は、髙橋由人氏の選任が承認された場合、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る
予定でおります。
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候補者
番 号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

３
新任

串
く し だ
田 規明

のりあき

（1975年11月11日生）

2004年10月 株式会社シーエー・モバイル（現株式会社Ｃ
ＡＭ）入社

2014年12月 加藤・西田・長谷川法律事務所入所
2017年２月 法律事務所スタートライン代表（現任）
2017年４月 株式会社マクアケ社外監査役
2018年10月 当社監査役（現任）
2020年12月 株式会社マクアケ社外取締役（監査等委員）

（現任）

‐株

（社外取締役候補者とした理由）
串田規明氏は、弁護士であり、その経歴を通じて培った企業法務に関する経験、見識からの視点に基づく助
言、牽制を期待して、監査等委員である社外取締役としての選任をお願いするものであります。
また、当社は、串田規明氏の選任が承認された場合、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る
予定でおります。

（注）１.各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２.当社と芝﨑 香琴氏、髙橋 由人氏及び串田 規明氏とは、本総会において各取締役候補者の選任が承認された場合には、会
社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該
契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額を限度としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当
該取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がない時に限られます。

３.当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社役員を含む
被保険者の損害賠償金及び訴訟費用等の損害を当該保険契約によって補填することとしております。各取締役候補者が監査
等委員である取締役に選任され、就任した場合は、当該保険契約の被保険者になります。また、当該保険契約は次回更新時
においても同内容での更新を予定しております。当該契約の内容は。事業報告の「４.会社役員に関する事項 （３）役員等
賠償責任保険契約の内容の概要」に記載のとおりであります。
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第４号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額決定の件
当社は、第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会設置会社へ移行いたし

ます。
つきましては、現在の取締役の報酬額に関する定めを廃止し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）

の報酬額を、年額300百万円以内と定めることとさせていただきたいと存じます。本議案に係る決議の効力
は、第１号議案「定款一部変更の件」の効力が発生することを条件として生じるものといたします。
本議案は、従来の取締役の報酬額及び昨今の経済情勢等諸般の事情も考慮の上、必要かつ合理的な内容で

あると判断しております。
また、取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものといたしたいと存じます。
なお、現在の取締役は６名（うち社外取締役１名）ですが、第２号議案が原案どおり承認可決されますと

取締役（監査等委員である取締役を除く。）は８名（うち社外取締役２名）となります。

第５号議案 監査等委員である取締役の報酬額決定の件
当社は、第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会設置会社へ移行いたし

ます。
つきましては、監査等委員である取締役の報酬額を、年額20百万円以内と定めることとさせていただき

たいと存じます。本議案に係る決議の効力は、第１号議案「定款一部変更の件」の効力が発生することを条
件として生じるものといたします。
本議案は、監査等委員である取締役の職務と責任を考慮して、必要かつ合理的な内容であると判断してお

ります。第３号議案が原案どおり承認可決されますと、監査等委員である取締役は３名となります。

以 上
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（添付書類）事業報告 （2021年１月１日から2021年12月31日まで）
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1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が長期化する中、ワクチン
接種の促進による経済活動の回復が期待されているものの、収束はいまだ見通せず、依然として先行きは不
透明な状況が続いております。
当社グループが事業展開するインターネット広告市場においては、新型コロナウイルスの影響を受けたも

のの成長を続け、2020年にはマスコミ四媒体広告費に匹敵する2.2兆円規模の市場となりました。インター
ネット広告費のうち、インターネット広告媒体費は、ビデオ（動画）広告が前年比21.3％増の3,862億円と
大きく伸長し、全体で5.6％増の１兆7,567億円となっております（注）。
このような環境の下、当社グループは経営理念を改定いたしました。新たな経営理念として『Ｄｉｇｉｔ

ａｌ Ｗｅｌｌ－Ｂｅｉｎｇ』を掲げ、デジタルサービス、テクノロジーを活用することで、人々の生活と
人生をより豊かにするための事業の推進と、中長期的な企業価値の向上に取り組んでおります。
当社グループは、インターネットメディア事業、プラットフォーム事業及びインターネット広告事業を中

心に事業活動を推進してまいりました。
主力事業であるインターネットメディア事業は、ハイパーカジュアルゲームアプリについて米国を中心と

したグローバル展開を強化し、運用本数の増加による成長を推進してまいりました。
プラットフォーム事業は、2021年４月１日に連結子会社化した株式会社ティファレトが運営する、恋愛
や仕事の悩みを抱えるユーザーと、経験豊富な鑑定師をマッチングして鑑定を行う電話占い「カリス」を中
心に事業を展開しております。当社グループの広告運用手法やＳＥＯ対策の強化を図ることで「カリス」の
認知度向上や、新規会員獲得の取り組みを強化してまいりました。
以上の結果、当連結会計年度における売上高は47億31百万円（前期比93.2％増）、営業利益は４億65百
万円（同21.4％増）、経常利益は４億24百万円（同14.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は２億２
百万円（同4.7％増）、ＥＢＩＴＤＡ（営業利益＋のれん償却費＋減価償却費）は７億７百万円（同79.1％
増）、営業利益率は9.8％（前期は15.6％）となっております。
なお、新型コロナウイルス感染拡大に関して、業績への大きな影響は見られませんでした。

出所（注）株式会社電通「2020年 日本の広告費」、株式会社Ｄ２Ｃ、株式会社サイバー・コミュニケ
ーションズ、株式会社電通及び株式会社電通デジタル「2020年 日本の広告費 インターネット
広告媒体費 詳細分析」

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。
なお、当社グループは2021年４月に株式会社ティファレトの全株式を取得し、連結子会社化しました。

これに伴い悩みを抱えるユーザーとアドバイザーをマッチングして電話相談を行う「プラットフォーム事
業」を開始いたしました。新たな報告セグメントとして「プラットフォーム事業」を追加しております。
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また、当連結会計年度より報告セグメントの名称を従来の「アプリ事業」を「インターネットメディア事
業」に、「広告代理事業」を「インターネット広告事業」に変更しております。当該変更は名称変更のみで
あり、セグメント情報に与える影響はありません。

（インターネットメディア事業）
インターネットメディア事業は、アプリ１本当たり売上高が減少いたしましたが、運用本数は増加いた

しました。以上の結果、国内向けカジュアルゲームアプリによる売上高は10億14百万円（前期比3.4％
増）となりました。
ハイパーカジュアルゲームアプリが主力となるグローバル※１は、運用本数の増加による成長を推進し

てまいりました。2020年11月から本格的に運用開始した「Ｓａｖｅ ｔｈｅｍ ａｌｌ」が１年通して好
調を維持し、また、2021年リリースのタイトルである「Ｓｔｏｐ ｔｈｅ ｆｌｏｗ！」や「Ｍａｋｅ Ｅ
ｘｐｒｅｓｓｉｏｎ」等も海外ユーザーの新規獲得に加えて、国内ユーザーの利用も拡大し、好調に推移
いたしました。以上の結果、売上高は21億44百万円（前期比110.7％増）となりました。
その他、ストック収入※２等による売上高は１億18百万円（前期比18.6％増）となりました。
以上の結果、インターネットメディア事業セグメント合計の売上高は32億78百万円（前期比56.1％

増）、セグメント利益は６億78百万円（同41.2％増）となりました。

2021年12月期 実績

（単位）

国内向け
カジュアル
ゲームアプリ

グローバル※１ ストック収入※２ 合計

対前期比
増減率等

対前期比
増減率等

対前期比
増減率等

対前期比
増減率等

運用本数（月平均） 本 241 +59 57 +16 1,875 +110 2,173 +185

アプリ１本当たり売上高
（月平均）

千円 350 △21.9％ 3,135 +51.5％ 5 +11.6％ 125 +42.8％

売上高（a） 百万円 1,014 +3.4％ 2,144 +110.7％ 118 +18.6％ 3,278 +56.1％

広告出稿費（b） 百万円 610 +17.4％ 1,586 +101.8％ 0 0％ 2,196 +68.1％

貢献利益（a）-（b） 百万円 403 △12.4％ 558 +140.7％ 118 +19.1％ 1,081 +36.4％

貢献利益率 ％ 39.8 △7.2pt 26.0 △3.3pt 100.0 0pt 33.0 △4.8pt

※１ グローバルとは、国内及び海外の「ハイパーカジュアルゲームアプリ」、「海外向けカジュアルゲー
ムアプリ」の合計です。

※２ ストック収入とは、期間経過により収益性が低下したアプリ等で広告出稿せずに自然流入のみでユ
ーザーを獲得し、広告収入を得ているアプリです。
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（プラットフォーム事業）
プラットフォーム事業は、株式会社ティファレトが運営する電話占い「カリス」について、当社グルー

プの広告運用手法を最大活用するためのマーケティング体制の強化とＳＥＯ対策に取り組んだ結果、新規
ユーザー獲得の効率化と、Ｇｏｏｇｌｅ検索エンジンからの自然流入数の向上で効果をあげました。
以上の結果、プラットフォーム事業セグメント合計の売上高は12億73百万円、セグメント利益は１億

82百万円、ＥＢＩＴＤＡ（営業利益＋のれん償却費＋減価償却費）は４億５百万円となりました。
なお、プラットフォーム事業につきましては、当連結会計年度より新たな報告セグメントとして追加し

たため、対前期増減率については記載しておりません。

（インターネット広告事業）
インターネット広告事業は、主要広告主及びアフィリエイターとのリレーションを深め、ウェブマーケ

ティングによるアフィリエイト広告に加えて、運用型広告によるアプリマーケティングへの取り組みを強
化してまいりました。
以上の結果、インターネット広告事業セグメント合計の売上高は１億61百万円（前期比50.9％減）、セ

グメント利益は51百万円（同78.7％減）となりました。

（その他）
その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントでありますが、投資事業、スキルオン事

業、ソリューションセールス事業、新規事業開発等に取り組んでおります。主要な売上は、スキルオン事
業のオンラインフィットネスサービスとソリューションセールス事業のＯＡ機器の販売代理によるもので
す。スキルオン事業につきましては、これまでオフラインが主流であったフィットネスサービスを、場所
や時間の制約がないオンラインにＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）化して、ＳＮＳで影響力の
あるインフルエンサーと企画からサービスの運営、収益面のサポートを共同で取り組んでまいりました。
販売費及び一般管理費は、新規事業のための開発費、人件費等が増加いたしました。
以上の結果、その他セグメント合計の売上高は18百万円（前期比13.3％減）、セグメント損失は１億12

百万円（前期はセグメント損失30百万円）となりました。
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（2）設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資の総額（のれん及び無形固定資産への投資を含む）は2,447百万円で
あり、その主なものは、株式会社ティファレトの全株式取得によるのれん820百万円及び商標権867百万
円、顧客関連資産655百万円であります。

（3）資金調達の状況
当社は、2021年３月31日に株式会社ティファレトの全株式を取得し子会社化するために株式会社みず

ほ銀行より20億円の借入を行いました。

（4）対処すべき課題
①中長期的に成長可能な事業の確立

経営理念を実現し、中長期的な企業価値の向上と持続的な成長を実現するためには、グループ企業各社
に対するマネジメントを適切に実行し、グループ企業各社との連携を強化することで各事業の競争力を強
化していくことが重要であると考えております。また、グループ経営資源の有効活用とグループシナジー
の最大化を図り、中長期的に成長可能な事業の確立に取り組んでまいります。

②海外における事業展開の強化
当社グループが収益規模の拡大を目指すにあたり、国内市場だけではなく、海外市場にも積極的に事業

の展開を行っていくことが重要であると考えております。主力事業であるインターネットメディア事業の
ハイパーカジュアルゲームアプリについては、主要な市場は米国を中心とする海外になります。ハイパー
カジュアルゲームアプリは、言語に依存せず直感操作で手軽に遊べることが特徴であり、当社グループは
全世界に向けたサービスの開発、提供を推進してまいります。

③事業ポートフォリオの拡充
当社グループは、特定の事業領域に偏ることのない事業ポートフォリオの形成が重要であると考えてお

ります。インターネットメディア事業におきましては、ハイパーカジュアルゲームアプリへの取り組みを
積極的に推進し、新規事業ではスキルオン事業においてインフルエンサーが課金ビジネスを展開するため
のサービスを開始し、また、2021年４月に株式会社ティファレトを買収したことでプラットフォーム事
業を新規セグメントとして追加し、事業領域の拡大に努めてまいりました。このように既存事業の事業領
域を拡大していくとともに、新規事業への取り組みを強化することやＭ＆Ａを実施することで、さらなる
成長を図ってまいります。
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④優秀な人材の確保と育成
他社との競争に負けない独自性のあるサービス提供を行い、新しい収益基盤の構築を通じた事業ポート

フォリオの拡充を目指すためには、専門性に優れた優秀な人材の確保と育成が重要であると考えておりま
す。人員計画に基づく採用活動に当たっては、当社グループの経営理念に賛同し、ともに成長しようとい
う意欲と行動力のある人材の確保に努めてまいります。また、社内教育制度の充実を図り、社員の成長を
サポートする体制を強化してまいります。

⑤コーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の強化
中長期的な企業価値の向上と持続的な成長の実現に向けて、コーポレート・ガバナンス及び内部管理体

制のさらなる強化が重要であると考えております。経営の健全性、公正性の観点から、コーポレート・ガ
バナンスの実効性を強化するために、内部管理と、コンプライアンス体制の充実・強化を図ってまいりま
す。

⑥新技術の活用
当社グループが属するスマートフォン向けゲーム業界を含むインターネット業界は、技術革新が絶え間

なく行われております。最近ではＡＩやＡＲ・ＶＲといった仮想現実サービス等が開発されており、この
ような環境のもと、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現していくためには、様々な新技術に
適切に対応していくことが必要不可欠であると考えております。適切なリソース配分のもと、技術研究活
動を行い、新技術を活用できる人材獲得・育成に努めてまいります。

⑦Ｍ＆Ａへの対応
当社グループはデジタル領域における事業ポートフォリオの拡充を行っていく上で、Ｍ＆Ａの機会があ

った場合には、既存事業とのシナジーを考慮した上で、ターゲット企業に対して事業の評価を行い、企業
価値の向上に資するＭ＆Ａ戦略を推進してまいります。また、買収後には、ガバナンス強化を行い早期に
グループシナジーが実現できる体制を図ってまいります。
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（5）財産および損益の状況の推移
企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分 2018年度
第４期

2019年度
第５期

2020年度
第６期

2021年度
（当連結会計年度）

第７期
売 上 高 1,236,847 千円 1,640,088 千円 2,449,000 千円 4,731,506 千円

経 常 利 益 238,769 千円 268,026 千円 369,390 千円 424,000 千円

親会社株主に帰属する当期純利益 90,576 千円 144,978 千円 193,335 千円 202,414 千円

１株当たり当期純利益 21.06 円 33.72 円 44.61 円 40.99 円

総 資 産 1,175,001 千円 874,492 千円 1,478,901 千円 4,004,412 千円

純 資 産 944,025 千円 591,523 千円 931,596 千円 1,134,435 千円

１ 株 当 た り 純 資 産 額 88.12 円 115.58 円 188.68 円 229.68 円

（注）当社は、2018年９月28日付で普通株式１株につき200株の割合、2020年８月29日付で普通株式１株
につき５株の割合で株式分割を行っております。１株当たり当期純利益、及び１株当たり純資産額につ
いては、第４期（2018年度）の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。
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当社の財産および損益の状況の推移

区 分 2018年度
第４期

2019年度
第５期

2020年度
第６期

2021年度
（当期）第７期

売 上 高 934,102 千円 1,355,691 千円 2,118,367 千円 3,294,614 千円

経 常 利 益 34,761 千円 72,507 千円 160,915 千円 445,929 千円

当期純利益又は当期純損失（△） △8,111 千円 66,006 千円 127,790 千円 79,386 千円
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
１ 株 当 た り 当 期 純 損 失 （△） △1.89 円 15.35 円 29.48 円 16.07 円

総 資 産 531,026 千円 517,728 千円 1,585,960 千円 3,423,031 千円

純 資 産 239,528 千円 279,734 千円 1,159,075 千円 1,238,887 千円

１ 株 当 た り 純 資 産 額 55.70 円 65.05 円 234.75 円 250.83 円

（注）１.当社は、2018年９月28日付で普通株式１株につき200株の割合、2020年８月29日付で普通株式１
株につき５株の割合で株式分割を行っております。１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損
失、及び１株当たり純資産額については、第４期（2018年度）の期首に当該株式分割が行われたと
仮定して算定しております。

２.１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は期中平均発行済株式数により、１株当たり純資産
額は期末発行済株式総数により算出しております。

３.当社は第４期に当期純損失を計上しておりますが、これは、関係会社５社に対する金銭債権並びに関
係会社３社の投資の回収可能性を鑑みて、貸倒引当金繰入額72,259千円及び関係会社株式評価損
33,998千円を計上したこと、並びに有限責任事業組合の出資持分として投資事業組合運用損
44,077千円を計上したことによるものであります。
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（6）重要な親会社および子会社の状況
①親会社との関係
該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当 社 の
出資比率 主要な事業内容

ＭＡＳＫ合同会社 100 千円 100.0 ％ 国内向けアプリの運用及び管理

ｆｔｙ合同会社 100 100.0 ハイパーカジュアルアプリの運用及び管理

Ｂａｂａｎｇｉｄａ合同会社 100 100.0 海外向けアプリの運用及び管理

株式会社ティファレト 3,000 100.0 プラットフォーム事業

株式会社テクノロジーパートナー 10,000 100.0 アフィリエイト広告代理店事業

株式会社スマートプロダクト 9,000 （100.0） アフィリエイトサービスプロバイダ
（注）1.当社の出資比率の（ ）は、間接所有する出資の比率を記載しております。

2.当事業年度の末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

特定完全子会社の名称 株式会社ティファレト

特定完全子会社の住所 東京都渋谷区桜丘町26番地１セルリアンタワー15階

当社及び当社の完全子会社における特
定完全子会社の株式の帳簿価額

2,008,559千円

当社の総資産額 3,423,031千円

③その他
該当事項はありません。
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（7）主要な事業内容
当社グループは、当社、連結子会社11社及び持分法適用会社２社で構成され、インターネットメディア
事業、プラットフォーム事業及びインターネット広告事業を主な事業として取り組んでおります。当社グ
ループのセグメントはインターネットメディア事業、プラットフォーム事業、インターネット広告事業及
びその他で構成されております。なお、その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであ
ります。
当社及び当社の関係会社の事業における当社及び関係会社の位置付け及びセグメントとの関連は、次の

とおりであります。なお、以下に示す区分は、セグメントと同一の区分であります。
また、当社グループは2021年４月に株式会社ティファレトの全株式を取得し、連結子会社化しました。

これに伴い悩みを抱えるユーザーとアドバイザーをマッチングして電話相談を行う「プラットフォーム事
業」を開始いたしました。新たな報告セグメントとして「プラットフォーム事業」を追加しております。
また、第２四半期連結会計期間より、報告セグメントの名称を従来の「アプリ事業」を「インターネッ

トメディア事業」に、「広告代理事業」を「インターネット広告事業」に変更しております。当該変更は
名称変更のみであり、セグメント情報に与える影響はありません。

セグメント区分 事業区分 主要な会社 事業概要

インターネット
メディア事業

アプリ企画戦略事業 当社 当社グループ各社のアプリ、
メディアの企画、開発

国内カジュアル
ゲームアプリ事業

ＭＡＳＫ合同会社
ｉｎＱ合同会社

国内向けアプリ、メディアの
運用・管理

海外カジュアル
ゲームアプリ事業 Ｂａｂａｎｇｉｄａ合同会社 海外向けアプリ、メディアの

運用・管理
ハイパーカジュアル
ゲームアプリ事業 ｆｔｙ合同会社 ハイパーカジュアルゲームア

プリの運用・管理
プラットフォーム
事業 電話相談事業 株式会社ティファレト 電話占い「カリス」の企画・

運営

インターネット
広告事業

アフィリエイト
代理店事業 株式会社テクノロジーパートナー 広告主と媒体のリレーション

業務

アフィリエイト
ＡＳＰ事業 株式会社スマートプロダクト

ＡＳＰ（アフィリエイトサー
ビスプロバイダ）の開発、運
用（アフィリエイターの管理）

ＳＥＯ事業 当社
ＳＥＯコンサルティングサー
ビス、クリエイティブサービ
ス
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セグメント区分 事業区分 主要な会社 事業概要

その他

投資事業

東京通信キャピタル合同会社 ＴＴ１有限責任事業組合の持
分の保有・管理

ＴＴ１有限責任事業組合
ＢＡＳＥ Ｐａｒｔｎｅｒｓ
Ｆｕｎｄ １号投資事業有限責
任組合（ファンド）の運用管
理

ＴＴ２合同会社
ｂａｓｅｐａｒｔｎｅｒｓ２
号投資事業有限責任組合（フ
ァンド）の運用管理

（持分法適用関連会社）
ＢＡＳＥ Ｐａｒｔｎｅｒｓ Ｆｕ
ｎｄ １号投資事業有限責任組合

主に高い成長率を有する未上
場企業に対する投資活動

（持分法適用関連会社）
ｂａｓｅｐａｒｔｎｅｒｓ２号投
資事業有限責任組合

主に高い成長率を有する未上
場企業に対する投資活動

スキルオン事業、ソ
リューション事業、
その他

当社 スキルオン事業、ソリューシ
ョン営業、新規事業開発

（8）主要な営業所

名 称 所 在 地

本社 東京都渋谷区

サテライトオフィス 東京都渋谷区
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（9）従業員の状況
企業集団の従業員の状況

セグメントの名称 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

インターネットメディア事業 47名（4名） 10名増（1名増）

プラットフォーム事業 0名（0名） 0名増（0名増）

インターネット広告事業 6名（1名） 1名増（0名増）

その他 9名（0名） 5名増（0名増）

全社（共通） 15名（0名） 3名増（0名増）
（注）1. 従業員数は、就業人員数であります。

2. 従業員数欄の（ ）内は外数であり、臨時従業員（アルバイト）の年間の平均雇用人員数であります。
3. 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員数であります。

当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

72名（4名） 22名増（1名増） 34.7歳 2.5年
（注）1. 従業員数は、就業人員数であり、他社への出向者は含んでおりません。

2. 従業員数欄の（ ）内は外数であり、臨時従業員（アルバイト）の年間の平均雇用人員数であります。

（10）主要な借入先（2021年12月31日現在）
借入先 借入金残高

株式会社みずほ銀行 1,812,500千円
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2. 会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 17,310,000株
（2）発行済株式の総数 4,939,205株（自己名義株式99株を含む。）
（3）株主数 2,792名
（4）大株主

株 主 名 持株数 持株比率

株式会社ＹＳホールディングス 2,580,027 株 52.23 ％

株式会社ｍｏｎｏｌｉｃｅ 430,000 8.70

古屋佑樹 210,000 4.25

外川穣 173,000 3.50

ＳＨＩＮＯＳＫＡＬ合同会社 100,000 2.02

村野慎之介 54,473 1.10

楽天証券株式会社 45,400 0.91

サンエイト・ＰＳ１号投資事業組合 37,500 0.75

株式会社ＳＢＩ証券 37,374 0.75

ＭＳＣＯ ＣＵＳＴＯＭＥＲ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 32,400 0.65
(注) 持株比率は、自己名義株式を控除して計算しております。

（5）その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度末日における当社役員の新株予約権の状況
・新株予約権の数
3,273個
・目的となる株式の種類および数
普通株式16,365株（新株予約権１個につき５株）
・当社取締役、その他の役員の保有する新株予約権の区分別合計

回次（行使価額） 行使期限 個数 保有者数

取締役（社外取締役を除く。）
第２回（350円） 2020年12月１日

～2030年11月30日 946個 １名

第３回（800円） 2021年12月１日
～2031年11月28日 1,827個 ２名

社外取締役 第３回（800円） 2021年12月１日
～2031年11月28日 100個 １名

監査役 第３回（800円） 2021年12月１日
～2031年11月28日 400個 ３名

（注） 2020年８月29日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。これにより、「目的となる株式の種類および数」、
「行使価額」が調整されております。

（2）当事業年度中に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等

氏 名 地位および担当 重要な兼職の状況

外 川 穣 代表取締役会長

古 屋 佑 樹 代表取締役社長ＣＥＯ
（最高経営責任者）

村 野 慎之介 取締役ＣＦＯ
（コーポレート本部責任者） 株式会社Ａｍａｚｉａ 社外取締役

横 山 佳 史 取締役ＣＯＯ
（事業本部責任者）

長谷川 智 耶 取締役

新 居 佳 英 取締役 株式会社アトラエ 代表取締役

芝 﨑 香 琴 常勤監査役

髙 橋 由 人 監査役
ＢＥＥＮＯＳ株式会社 社外取締役（監査等委員）
株式会社セレス 社外取締役（監査等委員）
株式会社エグゼクティブ・パートナーズ 顧問

串 田 規 明 監査役 株式会社マクアケ 社外取締役（監査等委員）

（注）1. 取締役新居佳英氏は、社外取締役であります。
2. 常勤監査役芝﨑香琴氏並びに監査役髙橋由人氏及び串田規明氏は、社外監査役であります。
3. 常勤監査役芝﨑香琴氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
4. 社外監査役串田規明氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有するものであります。
5. 当社は、取締役新居佳英氏、監査役芝﨑香琴氏、髙橋由人氏及び串田規明氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し、同取引所に届け出ております。

（2）責任限定契約の内容の概要
取締役新居佳英氏、監査役芝﨑香琴氏、髙橋由人氏及び串田規明氏は当社と会社法第423条第１項の損
害賠償責任を法令の定める限度まで限定する契約を締結しております。
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（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結してお
ります。
① 被保険者の範囲
当社の取締役及び監査役並びに子会社の取締役であります。

② 保険契約の内容の概要
被保険者がその地位に基づいて行った行為に起因して損害賠償請求がなされた場合に、被保険者が被る

損害賠償金、訴訟費用、社内調査費用等について、当該保険契約により補填されます。また、被保険者の
職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被保険者が法令違反の行為であること
を認識して行った行為に起因して生じた損害等については、補填の対象外としています。なお、保険料は
全額当社負担となっております。

（4）当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額
取締役６名 79,700千円 （うち社外１名 2,850千円）
監査役３名 10,605千円 （うち社外３名 10,605千円）
（注）1.取締役の報酬限度額は、2018年２月22日開催の臨時株主総会決議において、年額200,000千円以内と決議いただいて

おります。当該株主総会終結時点の取締役の員数は２名です。
また、2019年11月29日開催の臨時株主総会において、取締役に対するストック・オプションとしての新株予約権に
関する報酬等の額として、上記の報酬枠とは別枠で年額10,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終
結時点の取締役の員数は５名です。

2.監査役の報酬限度額は、2018年10月１日開催の臨時株主総会決議において、年額20,000千円以内と決議いただいて
おります。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名です。
また、2019年11月29日開催の臨時株主総会において、監査役に対するストック・オプションとしての新株予約権に関
する報酬等の額として、上記の報酬枠とは別枠で年額3,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時
点の監査役の員数は３名です。
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（5）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先との関係
取締役新居佳英氏は、株式会社アトラエの代表取締役であります。兼職先と当社との間に重要な取引関
係はありません。
監査役髙橋由人氏は、ＢＥＥＮＯＳ株式会社の社外取締役（監査等委員）、株式会社セレスの社外取締
役（監査等委員）及び株式会社エグゼクティブ・パートナーズの顧問であります。兼職先と当社との間に
重要な取引関係はありません。
監査役串田規明氏は、株式会社マクアケの社外取締役（監査等委員）であります。兼職先と当社との間

に重要な取引関係はありません。

② 当該事業年度における主な活動状況

出席状況及び発言状況等

取締役
新 居 佳 英

当事業年度において開催された取締役会19回の全てに出席いたしました。上場企業経
営者としての豊富な経験と見識を当社経営に反映し、業務執行を行う経営陣から独立
した客観的視点から助言を行っております。

監査役
芝 﨑 香 琴

当事業年度において開催された取締役会19回の全てに、また、監査役会16回の全て
に出席いたしました。公認会計士としての専門的見地から、取締役会において、取締
役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。

監査役
髙 橋 由 人

当事業年度において開催された取締役会19回の全てに、また、監査役会16回の全て
に出席いたしました。経営から独立した立場から、取締役会の意思決定の妥当性・正
当性を確保するための発言を行っております。

監査役
串 田 規 明

当事業年度において開催された取締役会19回の全てに、また、監査役会16回の全て
に出席いたしました。弁護士として法律に関する専門的な知識と経験から、取締役会
において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており
ます。
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5. 会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

（2）報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 38,250千円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 38,250 〃
（注）1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明

確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。
2.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積もりの算出根拠などが適切であるかど
うかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。

（3）非監査業務の内容
当社は、有限責任監査法人トーマツに対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務を委託して
おりません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合、監査役
全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会は、解任後最初に招集される株主総
会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。また、会計監査人が会社法、
公認会計士法等の法令に違反・抵触した場合、あるいは監査品質、独立性、監査能力等の観点から職務を
適切に遂行することが困難と判断した場合には、監査役会は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案
の内容を決定し、当該議案を株主総会に上程する方針です。
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6. 会社の体制および方針
（1）取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保する

ための体制および当該体制の運用状況の概要
（あ）業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確
保するための体制についての取締役会決議の内容の概要は以下のとおりであります。
① 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制
イ．当社及び子会社は、透明性の高い健全な経営を実現するべく、取締役・使用人が国内外の法令、社
内規程、社会常識、モラル等のルールを遵守した行動をとるためのコンプライアンス体制を確立す
る。

ロ．このコンプライアンス意識の徹底のため、代表取締役社長、取締役ＣＦＯ及び委員長たる代表取締
役社長が指名する者で構成され監査役の出席（常勤監査役は必ず出席するものとし、非常勤監査役
は必要に応じた出席）のもと開催されるコンプライアンス委員会及びコンプライアンス管理者が各
事業部門と連携をとりつつ、コンプライアンス体制整備を全社横断的に実施する。

ハ．内部通報制度の運用により、当社グループのコンプライアンス問題を早期に発見し、調査、是正措
置を行うことで、問題の再発防止に努める。

ニ．監査役及び内部監査担当者は連携してコンプライアンス体制を監査し、定期的に取締役会及び監査
役会に報告する。

ホ．社外取締役の招聘とその役割の発揮により、経営の透明性と公正な意思決定を実施する。
ヘ．取締役会は取締役会規程に基づいて運営し、取締役間相互に業務執行を監督する。監査役は取締役
会に出席し取締役の業務執行を監査する。

ト．反社会的勢力及び団体との関係を常に遮断し、被害の防止とステークホルダーの信頼を損なわぬよ
う役員・従業員は行動する。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ．当社は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書をはじめその職務の執行に係る重要な情報
を法令及び文書管理規程に基づき適切に保存及び管理する。

ロ．取締役、監査役がこれらの文書等を常時閲覧できる環境を維持する。
③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制
イ．リスク管理規程等を策定し、リスク状況の把握とその適切な評価に努めると共に緊急体制の整備を
図り、迅速かつ効果的なリスク体制を整備する。

ロ．当社グループの事業性を踏まえ、個人情報保護規程、情報セキュリティ管理規程等を定め、当該規
程等の環境変化に対応した更新・改正や教育等を行うものとする。
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ハ．監査役及び内部監査担当者は、連携して各部門のリスク管理状況を監査、定期的に、又は必要に応
じて、取締役会及び監査役会に報告する。

ニ．大規模地震や火災等による当社基幹システムの停止、当社グループのステークホルダーの健康・安
全に関わる事故の発生、社内又は社外に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクが顕在化した場合
は、代表取締役社長を室長とする緊急事態対策室を設置し、迅速かつ適切な対応のもと、損失、危
険の最小化に図る。

④ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．原則月１回の取締役会、また必要に応じて臨時取締役会及び常務会を開催し、取締役の情報共有と
業務に係る重要な意思決定を行うとともに、取締役の職務執行の監督を行う。

ロ．取締役会規程、業務分掌規程、職務権限規程等により取締役の職務執行に関する権限及び責任を定
める。また、必要に応じて見直しを行う。

ハ．ＩＴ技術を活用したワークフロー、ＴＶ会議、情報共有、情報管理等の各システムを活用すること
で、意思決定プロセスの迅速化、簡素化を図る。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制及び子会社の取締役等の
職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制
イ．当社の内部監査担当者は当社及び子会社各社の内部監査を実施する。
ロ．子会社の事業展開及び事業計画の進捗を把握・管理するために、当社が定める関係会社管理規程に
基づき当社に事前の承認・報告をする事項を定める。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並び
にその使用人の取締役からの独立性に関する事項
イ．監査役会の要請により監査役業務補助のため、監査役が指揮権を有する専任スタッフを置くことが
できる。監査役の指揮権は、取締役の指揮命令は受けない。

ロ．当該専任スタッフの人事異動及び考課は、事前に監査役の同意を得るものとする。
⑦ 当社取締役、使用人、当社グループ取締役等が当社監査役（会）に報告をするための体制及び当該報
告者が報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
イ．グループ会社の役職員は、監査役の要請に応じ、その職務遂行に関する事項の報告を行う。
ロ．グループ会社の役職員は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実又は重大な法令若しくは社
内ルールの違反を発見したときは、直ちに監査役に報告を行う。

ハ．前記報告を行った当社グループ役職員に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを
行うことを禁止する。

ニ．内部通報制度の運用状況について定期的に監査役に報告を行う。
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⑧ 当社監査役の職務執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について
生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
イ．監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い又はその償還の請求をしたときは、当
該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でない場合を除き、速やかに当該費用
又は債務を処理する。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制
イ．監査役は、代表取締役及び他の取締役との間で定期的に意見交換を行う。
ロ．監査役は、会計監査人及び内部監査担当者と協議し、実効的に監査を行うことができる体制を確保
する。

（い）運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用として実施している主要な取り組みは、次のとおりでありま

す。
① コンプライアンスに関する取り組み

法令を遵守し、社会的良識に従った健全な企業活動を行うことを当社全体で共有し、周知徹底を図っ
ております。
② リスク管理に関する取り組み

コンプライアンス委員会において、当社の取り組むべきリスクを特定したうえで、その低減措置を講
じる活動を実施しております。
③ 経営の健全性・効率性向上に関する取り組み
イ．中期経営計画及び年度予算を策定し、各部門に経営資源・権限の適切な配分を行ったうえで、重要
な業務執行の状況については取締役会等に報告しております。

ロ．役員の担当業務及び各部門等の担当業務及び権限を明確に定めることなどにより、意思決定と業務
執行の適正化・迅速化を図っております。

④ 内部監査に関する取り組み
年度監査計画に基づき、社内各部門及び子会社のコンプライアンス、リスク管理及び経営の効率性等

について定期的な監査を行っております。
⑤ 監査役監査に関する取り組み

監査役は、取締役会及び常務会等の重要会議への出席、社外取締役を含むすべての取締役との間の意
見交換を行っております。
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（2）株式会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針については、特に定

めておりません。

（3）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、事業の成長・拡大による企業価値の向上を最重要課題として認識するとともに、株主の皆様に対

する利益還元を経営の重要課題の一つと位置付けております。
当期の株主配当につきましては、事業拡大のための成長投資に充当することを優先し無配としておりま

す。利益配分につきましては、今後の成長・拡大戦略に備えた内部留保の充実等を総合的に勘案した上で業
績の動向を踏まえた配当を検討していく方針であり、今後の配当実施の可能性、実施時期については現時点
で未定であります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表（2021年12月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額
（資産の部）
流動資産 1,628,002
現金及び預金 906,052
売掛金 636,132
貯蔵品 2,137
前払費用 45,063
その他 40,832
貸倒引当金 △2,215

固定資産 2,376,409
有形固定資産 76,464
建物 52,850
車輌運搬具 0
工具器具備品 23,614
無形固定資産 2,177,997
顧客関連資産 557,436
商標権 813,482
のれん 751,782
ソフトウェア 15,090
ソフトウェア仮勘定 40,205
投資その他の資産 121,947
投資有価証券 0
関係会社出資金 20,358
敷金及び保証金 78,634
繰延税金資産 22,927
その他 26
資産合計 4,004,412

科 目 金 額
（負債の部）
流動負債 813,139
買掛金 82,886
前受金 5,250
未払金 361,463
未払法人税等 81,353
未払費用 1,057
預り金 13,232
１年内返済予定の
長期借入金

250,000

ポイント引当金 2,296
その他 15,598

固定負債 2,056,838
長期借入金 1,562,500
資産除去債務 20,089
繰延税金負債 474,248
負債合計 2,869,977

（純資産の部）
株主資本 1,134,435
資本金 471,573
資本剰余金 298
利益剰余金 662,735
自己株式 △171
純資産合計 1,134,435
負債・純資産合計 4,004,412

（注） 単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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連結損益計算書（2021年１月１日から2021年12月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
売上高 4,731,506
売上原価 517,815
売上総利益 4,213,691
販売費及び一般管理費 3,748,468
営業利益 465,222
営業外収益
受取利息 27
為替差益 37,030
消費税差額 270
その他 344 37,672

営業外費用
支払利息 15,531
借入手数料 60,907
持分法による投資損失 2,453
その他 3 78,894
経常利益 424,000
特別損失
減損損失 12,252
投資有価証券評価損 268 12,520
税金等調整前当期純利益 411,480
法人税、住民税及び事業税 248,848
法人税等調整額 △39,782 209,066
当期純利益 202,414
親会社株主に帰属する当期純利益 202,414

（注） 単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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連結株主資本等変動計算書（2021年１月１日から2021年12月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本
純資産合計

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

当期首残高 471,275 － 460,321 － 931,596 931,596
当期変動額
新株の発行
(新株予約権の行使) 298 298 － － 596 596

親会社株主に帰属する
当期純利益 － － 202,414 － 202,414 202,414

自己株式の取得 － － － △171 △171 △171
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － － －

当期変動額合計 298 298 202,414 △171 202,839 202,839

当期末残高 471,573 298 662,735 △171 1,134,435 1,134,435

（注） 単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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貸借対照表（2021年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額
（資産の部）
流動資産 1,011,501
現金及び預金 434,374
売掛金 422,887
貯蔵品 2,137
前払費用 23,111
その他 144,775
貸倒引当金 △15,785

固定資産 2,411,530
有形固定資産 74,100
建物 52,850
車輌運搬具 0
工具器具備品 21,249
無形固定資産 53,602
ソフトウェア 13,397
ソフトウェア仮勘定 40,205
投資その他の資産 2,283,828
関係会社株式 2,142,363
関係会社出資金 48,373
敷金及び保証金 78,261
繰延税金資産 14,803
その他 26
資産合計 3,423,031

科 目 金 額
（負債の部）
流動負債 601,554
買掛金 3,399
未払金 299,349
未払法人税等 36,186
未払費用 1,051
預り金 11,567
１年内返済予定の長期借入
金

250,000

固定負債 1,582,589
長期借入金 1,562,500
資産除去債務 20,089
負債合計 2,184,144

（純資産の部）
株主資本 1,238,887
資本金 471,573
資本剰余金 468,573
資本準備金 468,573
利益剰余金 298,912
その他利益剰余金 298,912
特別償却準備金 1,152
繰越利益剰余金 297,759

自己株式 △171
純資産合計 1,238,887
負債・純資産合計 3,423,031

（注） 単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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損益計算書（2021年１月１日から2021年12月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
売上高 3,294,614
売上原価 157,476
売上総利益 3,137,138
販売費及び一般管理費 2,955,202
営業利益 181,935
営業外収益
受取利息 31
受取配当金 270,017
為替差益 37,030
業務受託収入 34,320
その他 73 341,473

営業外費用
支払利息 15,531
借入手数料 60,907
投資事業組合運用損 1,037
その他 3 77,479
経常利益 445,929
特別損失
減損損失 12,252
関係会社株式評価損 252,946 265,198
税引前当期純利益 180,730
法人税、住民税及び事業税 103,699
法人税等調整額 △2,355 101,344
当期純利益 79,386

（注） 単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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株主資本等変動計算書（2021年１月１日から2021年12月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
当期首残高 471,275 468,275 468,275
当期変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） 298 298 298

特別償却準備金の取崩 － － －
当期純利益 － － －
自己株式の取得 － － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － －

当期変動額合計 298 298 298
当期末残高 471,573 468,573 468,573

株 主 資 本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金 利益剰余金
合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

当期首残高 1,728 217,797 219,525 － 1,159,075 1,159,075
当期変動額
新株の発行
(新株予約権の行使） － － － － 596 596

特別償却準備金の取崩 △576 576 － － － －
当期純利益 － 79,386 79,386 － 79,386 79,386
自己株式の取得 － － － △171 △171 △171
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － － －

当期変動額合計 △576 79,962 79,386 △171 79,811 79,811
当期末残高 1,152 297,759 298,912 △171 1,238,887 1,238,887
（注）単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2022年２月21日

株式会社東京通信
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 瀬 戸 卓
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 山 太一

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社東京通信の2021年１月１日から2021年12月31日までの連結

会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社東京

通信及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は
その内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2022年２月21日

株式会社東京通信
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 瀬 戸 卓
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 山 太一

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社東京通信の2021年１月１日から2021年12月31日まで

の第７期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等

に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は
その内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査役会は、2021年１月１日から2021年12月31日までの第７期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査
報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会

計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人

等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思
疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子
会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制
の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載

内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年２月21日
株式会社東京通信 監査役会

常勤監査役（社外監査役） 芝 﨑 香 琴 ㊞
社外監査役 髙 橋 由 人 ㊞
社外監査役 串 田 規 明 ㊞

以 上
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恵比寿一丁目

恵比寿駅東口

恵比寿四丁目

エビススバルビル

株主の皆様へのお願い

新型コロナウイルス感染症拡大を防止し、株主の皆様、社員及び関係者の「生命と健康を守るための対応」を最優
先とし、本総会については、以下のとおりとさせていただきます。
・出席される株主様は、株主総会開催日現在の感染状況やご自身の体調をお確かめの上、マスク着用等の感染予
防にご配慮ください。

本総会へのご出席を控える株主の皆様におかれましては、書面又はインターネット等による事前の議決権行使を
いただきますようお願いいたします。なお、株主総会当日までの状況の変化により、これらの内容を変更する場合
は、当社ウェブサイトに変更後の内容を掲載いたします。

JR山手線・埼京線「恵比寿」駅 ………………………… 東口改札徒歩約３分
東京メトロ日比谷線「恵比寿」駅 ……………………… １番出口徒歩約４分

交通案内

株主様用の駐車場はご用意しておりませんので、上記の公共交通機関をご利用いただき
ますようお願い申しあげます。

お願い

株主総会会場ご案内図

会場 東京都渋谷区恵比寿一丁目20番８号
エビススバルビル５階
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